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a 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した入札者であって、契約
制限価格の範囲内で最低価格（総価）をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 入札に関する一般的な質問については
『入札参加に必要な書類や入札に関するよ
くある質問と回答
（http://www.e-nexco.co.jp/bids/info/

capacity/pdfs/faq.pdf）』を参照のこと。
d その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tatsuo Sato, Chief Ex-

ecutive Officer Chairman and Chief Operat-

ing Officer President of East Nippon Ex-

pressway Company Limited

] Classifications of the products to be pro-

cured : 17

^ Nature and quantity of the products to be

purchased :

{ 16 units of snow plow trucks

| 8 units of sprinkler trucks

_ Delivery period : from the next day of a

conclusion of a contract day to 150 days.

` Delivery place : As shown in the specifi-

cations

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are who

shall :

{ Not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company Limited’
s regulation concerning the contract pro-

cedures

| have proven to have manufactured or

delivered performance for same ma-

chines.

} have proven to have prepared a system

to provide parts for constance span of

time and maintenance for the products

concerned

b Deadline for tender : 4 : 00 P.M. 18 Octo-

ber 2010

c Contact point for the notice : Osamu

Takeuchi, Deputy manager of Procurement

& Contract Planning Division, Engineering,

Technology & Procurement Department,

East Nippon Expressway Company 3`3`2

Kasumigaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`

8979 Japan. Tel. 03`3506`0212

入札公告の訂正

平成 22年８月 27日
国立大学法人広島大学 契約担当職
理事（財務・総務担当） 河本 朝光

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34

〇第 14号

１ 掲載日 平成22年８月11日（号外政府調達第
150号）
２ 訂正内容

33頁４段中、２]「国の競争参加資格（全省
庁統一資格）において平成22年度に中国地域の
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けさ
れている者であること。」を「国の競争参加資格
（全省庁統一資格）において平成22年度に中国
地域の「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級
に格付けされている者であること。」に、34頁２
段中、５aＢ「have the Grade A, Grade B or

Grade C qualification during fiscal 2010 in the

Chugoku area in sales of product for partici-

pating in tenders by Single qualification for

every ministry and agency.」を「have the

Grade A, Grade B, Grade C or Grade D quali-

fication during fiscal 2010 in the Chugoku

area in sales of product for participating in

tenders by Single qualification for every min-

istry and agency.」に訂正します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年８月 27日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 菊川 滋

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 日本橋地下歩道（その２）工事（電
子入札対象案件）

^ 工事場所 自）東京都中央区日本橋室町一
丁目 至）東京都中央区日本橋室町三丁目

_ 工事内容 工事延長 Ｌ＝452N

地下歩道躯体工 Ｌ＝92N コンクリート
工 約1¶100‚ 鉄筋工 約220ｔ 防水工
約2¶000fl 地盤改良工 約400fl 仮設工
１式 開削土工 １式 構造物撤去工 １式
共同溝工 50N 情報ボックス工 40N

舗装工 約700fl 路面維持管理工 １式
` 工期 平成25年３月15日まで。
a 使用する主要な資機材 コンクリート約
1¶100‚、鉄筋約220ｔ

b 本工事は、入札時にＶＥ提案として「地下
構造物及び地下埋設物の安全に配慮した具体
的な施工計画」を受け付けるとともに、「工事
全般の施工計画」を求め、価格と価格以外の
要素を総合的に評価して落札者を決定する入
札時ＶＥ（総合評価落札方式）の試行工事で
ある。また、品質確保のための体制その他の
施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確
実に実現できるかどうかについて審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の
試行工事である。また、本工事は、契約締結
後に施工方法等の提案を受け付ける契約後Ｖ
Ｅ方式の試行工事である。

c 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。

d 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。

e 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）

Ĉ 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65

点未満であった場合、当該工事成績評定通知
書の通知月から起算して１年間に行われる関
東地方整備局（港湾空港関係を除く。）の発注
する工事の入札において、総合評価落札方式
の加算点等を減ずる試行対象工事である。た
だし、事故減点は原則適用外とする。

D̂ 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局が発注し完成した工
事がある者に対して、現場代理人と監理技術
者の兼務を認めないこととする試行対象工事
である。なお、５．cで定める監理技術者と
は別に配置する技術者とも兼務を認めない。

Ê 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札調査時の重点調査の
内容が著しく乖離した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を行
い、乖離理由を検討したうえで場合によって
は工事成績評定を減ずる試行対象工事であ
る。なお、工事コスト調査の内訳については、
工事コスト調査終了後関東地方整備局又は東
京国道事務所のホームページにより公表す
る。

F̂ 本工事は、「施工プロセスを通じた検査の試
行について（平成22年３月29日付け大臣官房
地方課長、技術調査課長）による「施工プロ
セスを通じた検査」の試行対象工事である。
本工事においては、工事施工中、品質検査
員による工事実施状況、出来形及び品質につ
いて確認を行うこととし、その結果を踏まえ
て既済部分検査及び完成検査（完成技術検査
を含む）を行うこととする。また、支払い条
件は「出来高部分払方式」を採用する。ただ
し、契約締結日より工期が180日以下となる
工事は、本項の試行対象工事としない。˜
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